
取消処分の理由及び根拠法令について 

取消処分の理由 根拠法令【特定非営利活動促進法】 

設立の認証後、６月を経過しても設立登記の未登記 

 

（成立の時期等） 
第 13 条 特定非営利活動法人は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をする 
ことによって成立する。 
  2 （略） 
   3 設立の認証を受けた者が設立の認証があった日から６月を経過しても第１項の登
記をしないときは、所轄庁は、設立の認証を取り消すことができる。 

３年以上にわたって事業報告書等未提出 

 

（事業報告書の提出） 
第２９条 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、
毎事業年度１回、事業報告書を提出しなければならない。 
（設立の認証の取消し） 
第 43 条 所轄庁は、特定非営利活動法人が、前条の規定による命令に違反した場合であ 
って他の方法により監督の目的を達することができないとき又は３年以上にわたって第
29 条の規定による事業報告書等の提出を行わないときは、当該特定非営利活動法人の設
立の認証を取り消すことができる。 

改善命令違反 

 

（設立の認証の取消し）                                      
第 43 条 所轄庁は、特定非営利活動法人が、前条の規定による命令に違反した場合であ 
って他の方法により監督の目的を達することができないとき又は３年以上にわたって第
29 条の規定による事業報告書等の提出を行わないときは、当該特定非営利活動法人の設
立の認証を取り消すことができる。 

 


